
Kobe University Repository : Kernel

PDF issue: 2025-04-28

大学発ベンチャーの創出要因 : 研究教育と産学連携
の効果

(Citation)
国民経済雑誌,194(2):93-105

(Issue Date)
2006-08

(Resource Type)
departmental bulletin paper

(Version)
Version of Record

(JaLCDOI)
https://doi.org/10.24546/00056095

(URL)
https://hdl.handle.net/20.500.14094/00056095

上野, 正樹



大学発ベ ンチャーの創出要因:

研究教育 と産学連携の効果

上 野 正 樹

米 国 にお い て大 学 発 ペ ン チャ ー はITや バ イ オな どの先 端領域 の イノベ ー シ ョン

を牽 引 す る役 割 を果 た して きた。 日本 にお いて も大 学発 ペ ンチ ャーの創 出 が増 えて

い る。90年 代 後 半か らの 国 を挙 げ た取 り組 みが実 を もた ら し,大 学 発 ペ ンチ ャーは

1,000社 以上 創 出 され た。それ では個 別大 学の特 性 に注 目す る と,ど の よ うな要 因が

ベ ンチ ャ ーの創 出 に効 果 を持 つ のだ ろ うか。本 稿 は,大 学 にお ける研究教 育 の状 況

お よび産 学連携 施策 が ベ ンチ ャーの 設立 に与 え る影響 を分 析す る。統 計分 析の 結果,

大学 研究 教育 の活性 化 がベ ンチ ャー創 出 効果 を持 つ ことが明 らか にな った。他 方,

産 学 連携 施策 と して,地 域経 営支援 機 関や 技術 移転機 関 との連携,イ ンキ ュペ ー シ

ョン施設 の設 置 にはペ ンチャー の創 出効果 が見 られ なか った。分析 か ら,大 学 が社

会 にお いて固有 に持 つ役 割で あ る研 究教 育 の重要性 が確 認 され る と ともに,産 学 連

携 施 策の 限界 が明 らか にな った。

キー ワー ド 大 学発 ベ ンチ ャー,産 学連携,イ ノベー シ ョン シス テム

1は じ め に

産学連携の高まりの中,大 学発ベ ンチャーが注 目されるようになってきた。2005年 発表の

経済産業省による調査によれば,大 学発ベンチャーの設立は累積で1,000社 を超えた。この調

査 によると,大 学発ベンチャーの設立数は1998年 度前後から増加傾向にある。2000年 度以降

は毎年度100社 以上の設立が行われている。そ して2004年 度末までに大学発ペンチャーは累計

で1,099社 設立 された(経 済産業省大学連榜推進課,2005)。

大学からのベ ンチャー設立が活況を呈 している背景には,90年 代後半か らのあいつぐ施策

が実をもたらしたことがある。たとえば,大 学等技術移転促進法の制定や,大 学教員の兼業

規制の緩和,大 学発ベ ンチャー向け助成金の拡充などがあった。2001年 には経済産業省から

「大学発ベ ンチャー1000社 計画」が発表 されている。マクロ的に見れば,大 企業中心の経済

成長に限界が認識 されだし,ベ ンチャーへの期待が高まっていることもある。また,大 学間

競争の激化や,研 究成果の社会還元が重要視されるようになってきたことも無視できない。

米国では大学発ベ ンチャーの創出が国のインベーションシステムの中で重要な役割 を果た
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している。たとえばIT分 野ではスタンフォー ド大学からヒューレッ ト・パ ッカー ド,サ ン・

マイクロシステムズ,シ スコシステムズ,グ ーグルといった企業が生 まれている。バイオの

分野で も,カ リフォルニア大学か らジェネンティック,MITか らバイオジェンといった企業

が生 まれた(付 表参照)。

先行研究によれば,米 国の大学発ベンチャーは先端的な技術開発とその事業化をおこない,

雇用や莫大な利益を生み出 してきた(Shane,2004)。 たとえば,大 学発ペンチャーは一般のベ

ンチャーと比較 して圧倒的に業績(株 式公開の確率,利 益率,生 存率など)の 高い企業であ

ることがわかっている。また大学発ペンチャーは,大 企業では実施の難 しい技術開発の商業

化に取 り組んでいる。つまり,大 学発ベンチャーの設立 は,既 存の大企業が投資 したがらな

い,不 確実性の高い技術の商業化の手段 となることが明らかにされている。こうした大学発

ベンチャーの創出が90年 代の米国経済成長に一定の貢献 を果 たしてきたことは間違いない。

日本において も大学から一定数のペ ンチャーが設立 されるようになってきている。その中

にはアンジェスMGや トランスジェニックなど株式公開を果たす企業 も現れている。今後,

日本でも業界の有力企業に成長する大学発ペンチャーも出て くるだろう。前述の米国の状況

も参考にすると,大 学発ペ ンチャーは経済価値の創出に貢献 を果たす潜在力を秘めている。

こうした意味で,大 学発ベ ンチャーは重要な研究対象である。 しか し,今 のところ,日 本に

おいて大学発ベ ンチャーの体系的な研究は少ない。

本稿 は,大 学発ベンチャーの創出に注目する。どのような大学からベンチャーは多 く生ま

れているのだろうか。 また,個 別大学に注 目すると,ど のような取 り組みがベ ンチャーの創

出に影響 を与えているのだろうか。 こうした問いの もと,本 稿の目的は大学発ペ ンチャーの

創出要因を明 らかにすることである。具体的には,大 学における研究教育の活性化状況と産

学連携施策がペンチャーの設立に与える影響を分析する。

研究方法 は,大 学別のベンチャー設立数を被説明変数 とした統計分析 を実施する。統計分

析では,個 別大学における研究教育状況に関す る情報,お よび全国大学へのアンケー ト調査

によって収集 した産学連携の取 り組みに関する情報 を活用する。また分析 フレームワーク作

りや分析結果の解釈のためにインタビュー調査を実施 した。具体的には大学発ベンチャー10

社において起業に携わったメンバーにインタビューを行 った。また神戸大学,大 阪大学,北

海道大学における産学連携組織のメンバーにインタビューを行 った。

以下では,ま ず大学発ベ ンチャーの創出状況を概観す る。 ここで大学発ベ ンチャーの定義,

創出実績の推移,ベ ンチャーの事業分野などを確認 していく。続いて,先 行研究を参考にし

て,本 稿の分析フレームワークを構築する。具体的には,創 出母体の大学における 「研究教

育」 と 「産学連携」に注目した分析 フレームワークを提示する。そして統計分析の結果を示

し,大 学発ベンチャーの創出に関するくつかのインプ リケーションを議論 してい く。
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2先 行研究の状況

は じめに大学発ベンチャーの定義を確認 しておこう。経済産業省の定義によると,大 学発

ベ ンチャーとは,「大学で達成された研究成果に基づ く特許や新たな技術・ビジネス手法を事

業化する目的で新規に設立された企業」 もしくは 「大学 と関連の深いベ ンチャー」である。

大学 と関連の深 いベ ンチャー とは,設 立5年 以内に大学 との共同研究を実施,あ るいは設立

5年 以内に大学から技術移転を受けた り大学の施設を利用 した りした企業である。 またこの

定義には,学 生ベンチャーや,大 学のビジネス講座 を受けて起業 したり,大 学か ら出資を受

けた りして起業 したもの も含 まれる。

経済産業省大学連携推進課(2005)に よる調査結果をもとにすると,大 学発ベンチャーの

創出傾向は次の ようになっている。3点 にまとめる。

第1に,近 年,毎 年100社 以上の起業が行われている。大学発ペンチャーの設立年度別企業

数を図1に 示す。2000年度以降の5年 間における毎年度の企業増加数は年平均160社 である。

その前の5年 間の年度平均増加数40社 の4倍 の水準 となっている。なお,米 国では,日 本の

2～3倍 程度の設立が行われている。たとえば,AUTMLicensingSurveyに よると,2002

年度364社,2003年 度348社,2004年 度425社 のベンチャー設立が報告されている。

第2に,大 学発ベ ンチャーはITソ フ トウェアやバイオなど,主 に理系の研究成果をべ一ス

とした企業が多い。図2に 示す事業分野によると,バ イオ分野が38.1%と 全体の4割 近 くを

占めている。続いてITソ フ トウェア分野(30.0%),機 械 ・装置分野(15.7%),素 材 ・材料

(11.3%),ITハ ー ドウェア(11.0%),環 境(8.9%)な どとなっている。その他としてサー

ビスやコンサルタン ト企業が2割 ある。米国の大学発ペンチャーにおいて も,ソ フ トウェア,

バイオ,医 療機器,通 信機器の分野が多い(Shane ,2004)。

國1十 堂 盛 べ ㌧ 手 占_の 塗tytr任 宙 罧ll企・坐 勤
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図2大 学発ベ ンチ ャーの事業分野(平 成16年 度設立)
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第3に,大 学 発 ペ ンチ ャー は,国 立 の総 合 大 学 か ら多 く生 まれ て い る。2004年 度 まで の 大

学 別 の累 積 企 業 数 トップ10は,東 京 大 学64社,早 稲 田大 学60社,大 阪 大 学54社,京 都 大 学51

社,東 北 大 学39社,筑 波 大 学37社,九 州 工 業 大 学34社,慶 応 義 塾 大 学33社,九 州 大 学32社,

北 海 道 大 学31社 とな っ て い る。 トップ10の う ち8校 が 国 立 大 学 で あ る。 ま た これ らの大 学 は

教 職 員 数 の 多 い規 模 の 大 きな大 学 で あ る。 そ して,理 系 の学 部 と大 学 院 を備 え た総 合 大 学 が

ほ とん どで あ る。

大 学 発 ペ ン チ ャ ー に 関 す る 研 究 調 査 は海 外 で 進 ん で い る。 た とえ ばMITス ロ ー ン ス ク ー

ル 教 授 のEdwardRobertsは,MITス タ ッ フ らに よ り設立 され た ペ ンチ ャー 企 業 の 詳細 調

査 を 行 っ て い る(Roberts,1991)。 この 研 究 は ベ ン チ ャ ー研 究 の 古典 と して 位 置 づ け られ る。

近 年 で はScottShaneら が,大 学 発 ペ ン チ ャー に焦 点 を あ て た体 系 的 な研 究 を お こ な っ て い

る。 た とえ ば,Shane(2004)は,特 定 の 大 学 が 他 よ り も多 くベ ンチ ャ ー を 創 出 す る理 由 を 次

の3つ の 観 点 か ら ま とめ て い る。 大 学政 策(株 式取 得,休 職 制 度,大 学 資 源利 用,ロ イ ヤル

テ ィ配 分,資 本提 供 な どの 政 策 整 備),大 学TLOの 性 質(起 業 に関 す る専 門 知 識 や 投 資 家 ら

との ネ ッ トワ ー ク な どの 資 源 保 有),大 学 の性 質(文 化,起 業 の ロール モ デ ル の 存 在,ア カ デ

ミ ッ クな 研 究 の質,産 業 界 の 出 資 に よ る研 究 な ど)で あ る。

ま た,Gregorio&Shane(2003)は,ベ ン チ ャ ー 設 立 率 に関 す る統 計 分 析 を行 な っ て い る。

この 研 究 は,米 国 の 大 学101校 を対 象 に,1994年 か ら1998年 の ペ ン チ ャ ー創 出 数 に 関 す るパ ネ

ル デ ー タ 分 析 を お こな って い る。 ベ ンチ ャー キ ャ ピタル の近 接性,商 業 化 志 向 の 研 究 状 況,

大 学 の 知 的 名 声,大 学 政 策(株 式 取 得 ・ロ イヤ ル テ ィ配 分 政 策)の4つ に 関 して,ベ ンチ ャ
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一設立率への影響 を分析 している。顕著な影響が確認されたのは,「大学の知的名声」と 「大

学政策」である。分析結果 は以下の通 りである。

第1に,大 学周辺に立地するベ ンチャーキャピタルの多さには,大 学発ベンチャーの創出

効果が見られなかった。その理由として,立 地的な近接性 は起業の制約要因とはならないこ

と,フ ォーマルなベンチャーキャピタル よりも個人投資家が影響 を与えている可能性がある

こと,ベ ンチャーキャピタルはアー リーステージよりも技術の実用化の進んだステージに投

資する傾向があることを論 じている。

第2に,商 業化志向の研究状況 として,産 業界からの出資による研究比率が高い大学から

ベンチャーは多 く生 まれている。産業界は商業的に適応性の高い研究に出資する傾向があり,

こうした研究は製品やサービスに転換できる可能性の高い技術を増やす。 また,研 究者が産

業界のメンバーとつなが りを持つことで,民 間での仕事のスキルや,民 間企業 らのニーズを

知 ることができる。ただ し,産 業界 との共同の研究成果は,ベ ンチャーではなく出資企業 に

移転 されることもある。そのため商業化志向の研究は,ペ ンチャーの設立に一定の影響 を与

えるに留まっている。

第3に,知 的名声の高い大学からベンチャーは多 く生 まれている。この理由として,ま ず

最先端の研究成果は,研 究者の暗黙的な知識 として存在することが多 く,ラ イセンシングな

どによる技術移転は難 しい。そのため,大 学研究者は自らの知的資本から利潤 を得 るために

ペンチャーを創業する。また,ア カデ ミックな研究 レベルの高い大学であれば,起 業や起業

後 に必要 となる質の高い知的資本 を多 く持っ。 さらに,優 れた研究の名声は評判 として機能

し,ベ ンチャー支援者を吸引することに役立つ。

第4に,大 学政策がベンチャーの設立 に影響を与 えている。特に 「大学のライセンシング

政策」の影響は強い。具体的には特許からのロイヤ リティ配分について,研 究者 よりも大学

側が多 く取得する配分比率を設定す ると,発 明者はライセンシングではな く,起 業によって

収益 を得ようとする動機を高める。 また 「大学による株式保有」 も影響 を及ぼす。創業時に

おけるサポー トの対価 として株式を大学が受 け取る体制は,ベ ンチャーにおけるキャッシュ

フローの保持に役立ち,創 業にプラスの効果 を及ぼす。

3分 析 フ レー ム ワ ー ク

日本と米国では大学研究システムやその歴史に違いも多い。 たとえば,技 術移転を促進す

るための法案は,日 本ではTLO法(大 学等技術移転促進法)と して1998年 に施行された。米

国ではバイ・ドール法 として1980年 に施行 されている。 もっとも米国の研究大学では,バ イ・

ドール法の制定以前から産業界との積極的な接触が歓迎されてきた。たとえば,勃 興期の電

機機器産業のニーズに応 えて,米国のいくつかの大学で電気工学科が作 られた りしている(ネ



98 第194巻 第2号

ルソン2003)。 米国では大学研究システムの中に産業界 との リンケージが組み込まれてお り,

そこに長い歴史がある(RosenbergandNelson,1996)。

日本では国立大学が2004年 から独立行政法人化 された。そして,大 学政策の自主性 ・自律

性 を高めることができるようになった。た とえば,大 学の株式取得が認められるようにな り,

個別大学の政策の余地が生 まれている。 しか しこうした動 きは最近の現象である。さらに,

ベンチャーを取 り巻 く状況も日米で違いがある。たとえば,日 本のベ ンチャーキャピタルは

金融機関系が多 く,地 元密着型のベンチャーキャピタルは少ない。

以上のように,大 学研究 システムの特性や歴史,ベ ンチャーを取 り巻 く状況を考えれば,

大学発ペンチャーの創出に関して,単 純 に日本 と米国を比較することは難 しいだろう。 しか

し,大 学の知的名声や研究状況,大 学政策の影響など,い くつかの点は参考にできる。本稿

では,「研究教育」と 「産学連携」の2つ の観点に集約 して,ベ ンチャー創出要因を考えてみ

たい。その分析フレームワークを図3に 示す。

創出要因として注 目する1点 目は,大 学の知的名声や研究状況を統合 した研究教育要因で

ある。まず学部教育レベルは,大 学入試偏差値などを指標に,大 学ブラン ドとして名声を表

していることが考えられる。基礎研究の活性化は,ベ ンチャー創出資源 となる先端的な研究

成果の蓄積に貢献することが考えられる。最後に応用研究の活性化は,実 用化に近い知的資

本の蓄積 として起業に貢献することが考えられる。

さまざまな研究教育領域に関 して,単 一指標で大学全体の知的名声 を測定することは難 し

い。 しか し,大 学入試偏差値,科 学研究費補助金件数 ,民 間企業 との共同研究件数などをも

とにすれば研究教育力をある程度把握することは可能である。本稿は,い くつかの測定指標

をもとに,学 部教育,基 礎研究,応 用研究の活性化 という3つ の影響を見てい く。

2点 目は,大 学政策の中でも,ベ ンチャーの創出や育成 を目的に個別大学が取 り組む産学
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連携施策の影響に着目す る。た とえば,大 学内部に起業相談室を設けて起業支援 を実施する

大学がある。さらに大学外部の地域機関 との連携で支援活動 を実施する場合 もある。 また,

技術移転機関(TLO)に 学内施設を提供 し,起 業支援 を進める大学 もある。これらの起業支

援活動は,起 業に必要な専門知識の提供や人材の紹介などによって,ベ ンチャー創出に貢献

していることが考えられる。

さらに,多 くの大学が起業インフラの整備 を進めている。たとえば,ベ ンチャーが一定期

間,無 償 もしくは低価格で入居で きるインキュペーション施 設が作 られている。 また,資 金

面でのサポー トとして,フ ァン ドを運用す る大学 もある。これ らは,起 業時の資金保持や研

究開発投資に役立つことが考えられる。以上,産 学連携要因として,起 業相談活動の有無,

地域支援機関 との連携,技 術移転機関の近接性,イ ンキュベーション施設の設置,大 学ファ

ン ドの設置の影響 を見 ていく。

分析方法は,全 国大学へのアンケー トによって,各 大学のベンチャー創出数と産学連携施

策の状況 を調べる。 また公刊資料から研究教育の状況を調べてい く。まず,ベ ンチャー創出

数に関 しては,2003年 と2004年 に行われたアンケー ト調査をもとに把握する。このアンケー

ト調査 は,筑 波大学産学 リエゾン共同研究センターが毎年実施 しているものである。全国大

学に対 して,毎 年設立 されたペンチャー企業名を質問 し,設 立数 をカウン トしている。

このデ気タによると,2004年 までに1社 で もペンチャー創出実績のある大学 は167校 であ

る。アンケー ト回答は512校 か ら寄せ られているが,大 部分の大学はベ ンチャー創出実績を持

たない。創出実績のない大学は,文 系単科大学や地方私立大学である。ζうした大学の多 く

は理系の先端的研究を実施せず,学 部学生への一般教養の伝授 を中心にしている。そのため,

こうした基本的な性格の異なる大学を分析サ ンプルに含めることには問題がある。分析サ ン

プルは,少 な くとも過去 に1社 以上の創出実績のある167大 学 とす る。

被説明変数は,167大 学において2003年 から2004年 までに創出された大学別のベ ンチャー数

である。研究教育要因,産 学連携要因,制 御要因は2003年 のデータを用いる。産学連携要因

は,上 述2003年 のアンケー ト調査によって把握する。筆者は2003年 のアンケー ト調査に関与

させて もらう機会 を得て,デ ータの集計 をおこなっている。研究教育要因は,朝 日新聞社か

ら公刊されている 『2004年版大学ランキング』をもとに大学研究教育の状況を調べ る。次に

研究教育要因,産 学連携要因,制 御要因の変数を説明する。

研究教育要因:第1に 「学部教育」の活性度は,大 学入試偏差値 によって把握する(全 学部

の平均偏差値)。第2に 「基礎研究」の活性度は,課 程博士号の取得者数 と科学研究費補助金

の採択件数 によって把握する。第3に 「応用研究」の活性度は,民 間企業 と直接的なつなが

りのある研究として,民 間企業 との共同研究数 と,大 学外部からの受託研究数によって把握
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する。ここで,基 礎 と応用の分類は便宜的なものである。両者の分類に際 し,無 数の専門領

域にわたって研究内容を判別することは難 しい。そのため,民 間企業や大学外部の関与が明

確に認め られる研究を応用に分類 し,そ れ以外については基礎に分類する。

産学連携要因:第1に 「起業相談活動」は,大 学内部に起業相談室が設置されているかどう

かによって把握す る。第2に 「地域支援連携」は,地 域の産業支援センターなど,大 学外部

におかれた起業相談機関と大学の連携の有無によって把握する。第3に 「技術移転機関」は,

TLOに 対 して大学内部に施設を提供 しているか否かによって把握する。第4に 「インキュベ

ーション施設」は,学 内もしくは学外にベ ンチャーのインキュベーシ ョン施設があるかどう

かによって把握する。第5に 「大学ファン ド」は,大 学に関係す るベ ンチャーキャピタルフ

ァン ドがあるかどうかによって把握する。

制御要因:第1に2002年 までのべシチャー創出実績(累 計数)を 導入する(過 去Ail出数)。こ

れは起業経験者が周囲にいると,起 業ノウハウや起業のメ リッ トなどが伝播 して,起 業が増

加することが考えられるためである。第2に 大学運営者の基本的な性質の違いとして国公立

大学と私立大学の違いを考慮する(国 公立大学ダミー)。第3に 理系の研究成果 をべ一スとし

たハイテクペ ンチャーが多いため,理 系学部を保有せず,創 出資源の少ない文系単科大学を

考慮する(単 科大学ダミー)。

ベンチャー創出実績 を持つ167校 について,上記要因のデータが完全にそろったサンプルは

140校 であった。また,研 究教育要因の測定指標間で強い相関が見 られた。基礎研究における

課程博士号の取得者数 と科研費採択件数の相関係数は0.93,応 用研究における共同研究数と

受託研究数の相関係数は0.71で あった。 このため,そ れぞれを標準化後に平均 し,基 礎研究

と応用研究に指標を統合 して分析を進め る。

なお,被 説明変数はカウン トデータで,な おかつ分析対象期間に創出実績のない大学 も含

まれている。つまり,ゼ ロが散見されるカウン トデータである。この場合,連 続変数を扱 う

最小二乗法には問題がある。そこでまずボアソン分布にもとつ く推計の適合度検定をおこな

った。 しか し,過 分散により棄却された。この過分散に対処する標準的な方法 は,負 の二項

分布による推計である(Greene,1990)。 本稿は負の二項モデルの推計結果 を示す。

4分 析 結 果

分析結果のはじめに,基 本統計値 と相関係数を表1に 示す。ペンチャー設立数は1大 学あ

た り平均3.82社 である。基礎研究 と応用研究は標準化調整をしているため,平 均値は0に 近
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表1相 関 マ トリク ス

平均(S.n) 正 2 3 4 5 6 7 8

1学 部 教 育 53.6(8.80) 『

2基 礎 研 究 0.00(0.98) 0.59 一

3応 用 研 究 0.00(0.91) 0.64 0.93 一

4起 業 相 談 活 動 0.49(0.50) 0.03 0.15 0.20 一

5地 ・域 支 援 連 携 0.32(0,47) 0.22 0.17 0.23 0.07 一

6技 術 移 転 機 関 0.23(0.42) 0.26 0.38 0.43 0.25 0.35 一

7イ ンキ ュベ ー シ ョ ン施 設 032(0.47) 0.12 0.22 α30 0.40 0.28 0.28 一

8大 学 フ ァ ン ド 0.08(0.27) 0.11 0.18 0.23 0.19 0.14 0.22 0.25 一

9ベ ン チ ャ ー 設 立 数 3,82(5.45) 0.51 0.71 0.71 0.29 0.21 0.27 0.29 0.37

似 している。 また産学連携要因の平均はサンプルにおける割合を示 している。たとえば起業

相 談活動 はサ ンプルの49%が 実施 している。地域支援連携 は32%,技 術移転機関の設置

は23%,イ ンキュベーション施設の設置は32%と なっている。大学ファン ドの運用は8%に

とどまる。

表2大 学発ベンチャーの創出要因:負 の二項モデルによる推計結果

(1) (2) (3)

切 片 一1 .695鱒 0.335章 0.347章

(0.663) (0.191) (0.209)

学 部 教 育 0.036鱒 参

(0,125)

基 礎 研 究 0299榊

(0。205)

応 用 研 究 0 268紳

(0 114)

起 業 相 談 活 動 0 561零 紳 0 516桝 0 530榊

(0 181) (0 175) (0 179)

地 域 支 援 連 携 0 152 0 247 0 164

(0 199) (0 196) (0 200)

技 術 移 転 機 関 一 〇 068 一 〇 167 一 〇 126

(0 208) (0 207) (0 214)

イ ンキ ュベ ー シ ョン施 設 0 269 0 271 0 203

(0 183) (0 177) (0 182)

大 学 フ ア ン ド 0 312 0 238 0 253

ω 275) ω 263) (0 272)

過 去 創 出 数 0.060鱒 喰 0 050零 軸 0 059*髄

(0.014) (o 014) (0 015)
噛

国 公 立 大 学 ダ ミ ー 0,143 0,112 0 076

(0.210) (0.202) (0 226)

単 科 大 学 ダ ミ ー 一 〇
.490

一 〇
.704韓

一 〇 663韓

(0,313) (0.300) (0 304)

Waldκ2(自 由 度) 97.96(10)'軸 99.71(10)榊 95.55(10)辮

N=140括 弧 内 は標 準 誤 差 摩牌pく0.01;韓p〈0.05;傘p〈0.1
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次に,相 関係数によれば,研 究教育要因 とベ ンチャー設立数には高い相関がある。特 に基

礎研究 と応用研究の相関係数はそれぞれ0.71と 高い。なお,研 究教育要因間にも高い相関が

ある。たとえば基礎研究 と応用研究の相関係数は0.93で ある。説明変数間に高い相関がある

と回帰分析の信頼度が低 くなるため,研 究教育要因を別個 に導入 した分析をおこなう。表2

に,負 の二項モデルによる分析結果 を示す。分析結果 を3点 にまとめる。

第1に,研 究教育要因は,全 てにおいてペ ンチャーの創出に影響 を及ぼ している。特 に基

礎研究の回帰係数は高い。第2に,産 学連携要因は,学 内の起業相談活動に顕著な効果が見

られた。 しか し,そ の他の全てにペ ンチャー創出効果が見 られなかった。第3に,制 御要因

に含めた過去創出実績はペ ンチャー創出に影響を及ぼしている。この点については,起 業経

験のある研究者の身近な存在が,起 業に影響を与えていることが考えられる。

5デ ィス カ ッ シ ョン

分析の結果,研 究教育要因の全てにペ ンチャー創出効果が確認 された。研究教育要因は,

大学の本業である。本稿の分析結果は,大 学改革や産学連携が重要視 される中でも,従 来か

らの大学本業の重要性を示 している。最近では,社 会における実践性や即効性が大学研究教

育に対 して期待 される風潮 もある。 しか し,学 術研究 をべ一スにした長期的な人材教育や,

基礎的,哲 学的な研究は,産 業界よ りも大学こそが担当できる領域である。そ して,実 は大

学が社会において固有に発揮できる役割 を徹底的に実行することでベンチャーは生 まれてい

ると解釈できる。逆に言えば,大 学研究教育が安易に実践性や即効性 に走 ると,ベ ンチャー

創出資源が枯渇 して しまう恐れがある。実践性や即効性のある研究成果であれば,起 業せず

とも収益につながることが考えられ るからである。

変数化 した基礎研究 と応用研究の影響には顕著な違いは見 られなかった。実用化に近い段

階でおこなわれている応用研究成果のほうが,ベ ンチャーの創出につなが りやすいとも考え

られる。 しか し,回 帰分析では基礎研究の影響が若干強かった。その理由 として,ま ず基礎

と応用は一連の研究の流れにあ り,一 体化 した研究であることがあげられる。ただ し,民 間

企業が出資などをしている応用研究の場合,研 究成果の活用は大学研究者が専有できるとは

限らない。一方,大 学研究者が中心に立つ基礎研究の方が,研 究成果活用の専有性が高 く,

柔軟 にベンチャーでの活用を進めやすいことが考えられる。 また,応 用研究成果であればラ

イセンシングなどの形で技術移転することもできる。 しかし,基 礎研究成果は実用化の不確

実性が高 く,技 術移転には自らの起業 という選択肢 しかないことが考えられる。

本稿 では研究教育要因のほかに,ベ ンチャーの創出や支援 を直接の 目的とした産学連携要

因を取 り上げた。産学連携要因の中では大学における起業相談活動にベ ンチャー創出効果が

見 られた。一方,大 学外部の地域支援連携,技 術移転機関の設置,イ ンキュベーシ ョン施設
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や大学ファン ドの設置にはペンチャーの創出効果が見 られなかった。産学連携要因の多 くに

効果が見 られなかった理由のひとつに,こ こで取 り上 げた施策の実施は近年か らであり,そ

の効果がまだ現れていないと考えることがで きる。たとえば,い くつかの大学では最近にな

ってインキュベーション施設が整備 されている。分析ではインキュベーシ ョン施設の有無で

はなく,稼 動期間などで把握するべ きだったか もしれない。

もうひとつの理由に,個 々の起業の文脈に対 して産学連携施策が適切 に対応できないこと

が考えられる。これは本質的な限界である。起業 した大学研究者へのインタビューによると,

大学や地域機関のサポー トメニューの多 くは役 に立たないという。彼 らは,多 くの起業案件

に適用される型通 りのメニューではな く,専 門知識やコミットメントにもとつ く支援を求め

ている。たとえば,大 学研究者は事業プランの作成に苦労することが多い。インキュペーシ

ョン施設や資金提供は,そ の解決 にはならない。また,技 術移転機関や外部の支援機関であ

れば,特 定起業家の構想する事業プランの錬 りこみに支援 を集中す ることは難 しいだろう。

この点は,大 学内部の起業支援活動に効果が見られた理由とも関係 している。学内での起

業相談であれば,ア クセスが容易であるほか,研 究現場において起業の文脈理解 も進みやす

い。たとえば,事 業プランの作成には時間 もかかるし,少 しの疑問で も相談できる相手が必

要である。 もちろん場所や資金やサポー トメニ ューなども必要であるし,こ こではその重要

性 を否定 しているわけではない。 しか し,そ もそも起業 には広い意味でこうした資源に恵ま

れない人材が飛躍する手段 としての側面 もある。こうした時に起業の決め手になるのは,専

門知識やコミットメントによる経営構想の具体化であり,そ れは起業の文脈を共有 した人々

の相互作用によって実現 している。

6お わ り に'

本稿 は,大 学発ベンチャーの創出要因を分析 してきた。日本において,大 学発ベンチャー

は注目されだ した段階である。今後,大 学発ベ ンチャーを対象に,い くつかの観点か ら研究

を進めることが考 えられる。第1に,創 出要因の詳細分析 を通 じて,起 業支援や産学連携施

策への知見を掘 り下げることである。たとえば,個 別大学において,株 式取得やロイヤルテ

ィ配分の検討が進んでいる。こうした政策 を分析 に導入 して政策検証 を実施すると共に,米

国の大学 と比較分析 してい くことが考えられる。第2に,起 業後のベ ンチャー経営を研究す

ることである。日本では一定のベ ンチャーが生 まれている。そこで次はベ ンチャー側に視点

を移 し,ア ー リーステージの経営実態 を分析す ることが考え られ る。 こうした研究によって

ベ ンチャー企業成長を解明することも大切である。
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付表 米国の代表的な大学発ベンチャー

企業名 設立年 概 要

ヒ ュ ー レ ッ ト ・パ ッ カ ー ド 1939
ス タ ンフ ォー ド大 学 の ヒ ュー レ ッ トとパ ッカー ドが ター マ ン教

授 の支 援 を受 け て設 立 し,科 学計 測 機 器 を開 発。

デ ジタル ・イ ク イ ップ メ ン ト 1957
MIT研 究 員 の ケ ン ・オ ル セ ン等 が 設立 し,ミ ニ コン ピュ ー タ を

開 発。

ジ ェネ ンテ ィ ック 1976
カ リフ ォルニア大学教授 ボイヤー等 により設立 され,遺 伝子組

み換え技術による医薬 品を開発。

バ イ オ ジ ェ ン 1980
MIT教 授 シ ャープ とハ ーバー ド大学教授ギルパー ドによ り設

立 され,遺 伝子組み換え技術 による医薬 品を開発。

サ ン ・マ イ ク ロ シス テ ム ズ 1982
ス タ ン フ ォ ー ド大 学 の 卒 業 生 がUNIXペ ー ス の ワー クス テ ー

シ ョン を開発 。 指 導教 官 が コ ンサル タ ン ト。

シ リコ ング ラ フ ィ ッ クス 1984
ス タ ンフ ォー ド大 学 教 授 ク ラー クが 教 え子 らと設立 し,グ ラ フ

ィ ック ・ワー クス テ ー シ ョン を開発 。

シス コ シス テ ムズ 1985
ス タ ンフ ォー ド大 学 の 研 究 員 レーマ ー とボザ ック夫 妻 に よ り設

立 され,'ル ー ター を開発 。

ク ア ル コ ム 1985
カ リフ ォルニ ア大学サ ンデ ィエゴ校教授ジェイコブスに より設

立 され,通 信機器 を開発。

ネ ッ トスケ ープ ・コ ミュ ニケ ー

シ ョ ンズ
1994

マ ー ク・ア ン ド リー セ ン な ど イ リノ イ大 学 の 学生 が 開発 した イ

ンタ ー ネ ッ トブ ラウ ザ ー のモ ザ イ ク をべ 一ス に,ジ ム ・ク ラー ク

の 出資 に よ り設 立 。

イ ン ク ト ゥ ミ 1996

カ リフ ォルニ ア大 学 バ ー ク レー校 助 教 授 ブ リュー ワ,コ ン ピ ュ

ー タ科 学 の博 士 課 程 ゴ ー シエ が 設立
,イ ンター ネ ッ トのサ ー チ

エ ンジ ン を開発 。

グ ー グ ル 1998
ス タ ン フ ォー ド大 学博 士 課 程 の ラ リー ・ペ イ ジ とサ ーゲ イ ・プ リ

ンが設 立,オ ン ライ ン検 索 を開発 。

(出所)日 本経済新聞社編(2003)を 参考 に筆者作成
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